
 

 

 

 

「那覇港湾施設代替施設建設事業に係る計画段階環境配慮書」 

に対する環境大臣意見 

 

那覇港湾施設代替施設建設事業（以下「本事業」という。）は、沖縄防衛局（以下

「事業者」という。）が、那覇港湾施設の移設・返還を進めるため、沖縄県浦添市沖

合の那覇港内において、約 49ha の公有水面を埋め立て、防波堤の整備等を行うもの

である。 

本事業の事業実施想定区域（以下「想定区域」という。）は那覇港内の浦添ふ頭地

区の沖合に位置しており、想定区域の一部の区域は都市計画法に基づく商業地域、第

二種中高層住居専用地域及び準工業地域に指定されており、他事業による埋立てや建

設等も計画されている。 

また、想定区域及びその周辺には、藻場、干潟及びサンゴ群集が分布し、これらを

基盤環境とした海域生態系が成立しており、高被度のサンゴ群集が見られるほか、「環

境省レッドリスト 2020」（令和２年３月環境省）に絶滅危惧Ⅰ類として掲載されてい

るホソエガサ等の海藻類、絶滅危惧ⅠＢ類として掲載されているタナゴモドキ等の魚

類、絶滅危惧Ⅱ類に掲載されているアジサシ類、シギ、チドリ類等の鳥類、ヒロオウ

ミヘビ等の爬虫類、リュウキュウアサリ等の水生貝類等が生育・生息している可能性

がある。さらに、想定区域及びその周辺の一部は、特に種の生活史における重要性及

び脆弱性、感受性又は低回復性の観点から、「生物多様性の観点から重要度の高い海

域」として抽出されている。 

加えて、想定区域の東側に位置するカーミージー及びその周辺海域は、地域住民の

憩いの場、環境教育の場、レクリエーションの場として活用されているほか、地元関

係者による自然環境の再生の取組も実施されている。 

以上を踏まえ、本事業計画の更なる検討に当たっては、以下の措置を適切に講ずる

とともに、それらの検討の経緯及び内容については、方法書以降の図書に適切に記載

されたい。 

 

１．総論 

（１）対象事業実施区域の設定 

代替施設、作業ヤード、付帯施設（取付部）及び防波堤等（以下「代替施設等」

という。）の構造及び配置（以下「配置等」という。）の検討においては、現地調査

を含めた必要な情報の収集及び把握を適切に行い、計画段階配慮事項に係る環境影

響の重大性の程度を整理し、事業計画等に反映させること。 

 

（２）累積的な影響 

想定区域及びその周辺では、他事業による埋立てや建設等も計画されていること

から、騒音、水環境、動植物及び生態系に係る累積的な影響が懸念される。 

このため、環境影響評価図書等の公開情報を収集するなど、想定区域及びその周

辺の他事業の計画に関する情報の収集に努め、累積的な影響について適切に調査、

予測及び評価を行い、その結果を踏まえ、工事工程及び環境保全措置等を検討する

こと。 
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（３）環境保全措置の検討 

環境保全措置の検討に当たっては、環境影響の回避又は低減を優先的に検討し、

環境影響の回避又は低減が困難な場合にあっては、代償措置を検討すること。 

 

（４）事業計画の見直し 

上記（１）から（３）までのほか、「２．各論」において、本事業の実施による

重大な環境影響を回避又は十分に低減できない場合は、対象事業実施区域の見直し

を含む事業計画の見直しを行うこと。 

 

（５）関係機関等との連携及び地域住民等への説明 

本事業計画の今後の検討に当たっては、関係機関等との調整を十分に行った上で、

方法書以降の環境影響評価手続を実施すること。また、地域住民等に対し丁寧かつ

十分な説明を行うこと。 

 

（６）事後調査等 

ア 以降の手続において、環境影響に係る予測の不確実性が大きいと考えられた場

合、講ずる環境保全措置の効果に係る知見が不十分であると考えられた場合、工

事中又は供用後の環境の状況に応じて環境保全措置の内容をより詳細なものに

する必要があると考えられた場合等には、工事中及び供用後の環境の状況を把握

するための事後調査等の実施について検討すること。 

イ 上記アの検討の結果、事後調査等を実施する場合には、これを適切に実施し、

その結果を踏まえ、必要に応じて、追加的な環境保全措置を適切に検討すること。 

ウ 上記イの追加的な環境保全措置の具体化に当たっては、措置の内容が十分なも

のとなるよう、調査結果及び専門家等からの助言を踏まえ、客観的かつ科学的に

検討すること。 

エ 事後調査等により本事業による環境影響を分析し、判明した環境の状況に応じ

て講ずる環境保全措置について、検討の過程、内容、効果及び不確実性の程度に

ついて報告書として取りまとめ、公表すること。 

オ 本事業の工事が長期にわたる場合には、上記エの報告書の作成とは別に、工事

中において上記のイ及びウの検討内容や結果について適切な時期に公表するこ

と。さらに、供用後においても、環境保全措置、事後調査等の結果等の公表に努

めること。 

 

２．各論 

（１）建設機械の稼働に係る騒音に係る影響 

想定区域及びその周辺には、都市計画法に基づく商業地域、第一種住居地域及び

第二種中高層住居専用地域に指定されている区域があり、建設機械の稼働に係る騒

音による影響が懸念される。 

このため、本事業の更なる検討に当たっては、適切に調査、予測及び評価を行う

とともに、低騒音型の建設機械の採用、仮囲いや防音シートの設置等の遮音対策に

ついて検討を行い、建設機械の稼働に係る騒音による影響を回避又は低減するこ

と。 



 

 

 

 

 

（２）水環境に対する影響 

本事業の実施に伴い、沖縄県浦添市沖合の那覇港内において、約49haの公有水面

を埋め立て、防波堤の整備等を行うことにより、潮流や潮汐が変化することが見込

まれることから、水環境への影響が懸念される。 

このため、本事業の更なる検討に当たっては、水環境に関する調査を行い、詳細

な潮流、潮汐、水質及び土砂堆積シミュレーションにより各水深における影響を定

量的に把握するよう努めた上で、予測及び評価を行い、その結果を踏まえて、水環

境に対する影響を回避又は低減すること。 

 

（３）動植物及び生態系に対する影響 

想定区域及びその周辺には、藻場、干潟及びサンゴ群集が分布し、これらを基盤

環境とした海域生態系が成立しており、高被度のサンゴ群集が見られるほか、「環

境省レッドリスト2020」に絶滅危惧Ⅰ類として掲載されているホソエガサ等の海藻

類、絶滅危惧ⅠＢ類として掲載されているタナゴモドキ等の魚類、絶滅危惧Ⅱ類と

して掲載されているアジサシ類、シギ、チドリ類等の鳥類、ヒロオウミヘビ等の爬

虫類、リュウキュウアサリ等の水生貝類等が生育・生息している可能性がある。さ

らに、想定区域及びその周辺の一部は、「生物多様性の観点から重要度の高い海域」

として抽出されており、生物多様性の保全上重要度の高い海域であることから、本

事業の実施による想定区域における埋立てに伴う直接改変及び水環境の変化によ

り、動植物及び生態系への影響が懸念される。 

このため、本事業の更なる検討に当たっては、最新の知見及び専門家の助言等を

踏まえ、動植物及び生態系への影響を回避又は低減する観点から、以下の事項に取

り組むこと。 

ア 工事中における水の濁り、代替施設等の存在による潮流、潮汐、水質及び土砂

堆積の変化等による藻場、干潟及びサンゴ群集への影響について、調査、予測及

び評価を行い、その結果を踏まえて、適切な環境保全措置を検討すること。 

イ 藻場、干潟、サンゴ群集及び海生生物の生息・生育にとって重要な基盤環境等、

生物多様性の保全上、重要な自然環境のまとまりの場が存在する区域を明らかに

した上で、代替施設等の整備による改変区域を最小限とするとともに、工事によ

り生じうる海生生物に係る環境影響についても回避又は低減すること。 

ウ 潮流、潮汐等の水環境の変化による藻場、干潟及びサンゴ群集の生息・生育へ

の影響が低減されるよう、代替施設等に海水の通水機能を持たせることなどを含

め、検討を行うこと。また、サンゴ類の移植を検討する場合には、サンゴ類が定

着しやすい構造となるよう工夫することなどを含め、検討すること。 

エ 海藻類や海草類、サンゴ類等の希少な種が改変区域で確認された場合には、こ

れらへの影響の回避又は低減を検討すること。環境影響の回避又は低減が困難な

場合にあっては、サンゴ類の移植等の代償措置の実施時期、場所、方法等につい

て慎重に検討を行い、当該措置を適切に講ずること。 

オ 特定外来生物を始めとする侵略的外来種の非意図的侵入・拡散を防ぐよう、十

分留意すること。 



 

 

 

 

 

（４）人と自然との触れ合いの活動の場への影響 

想定区域の東側に位置するカーミージー及びその周辺海域は、地域住民の憩いの

場、環境教育の場、レクリエーションの場として活用されているほか、地元関係者

による自然環境の再生の取組も実施されている。 

このため、本事業の更なる検討に当たっては、これらの活動への影響についても、

調査、予測及び評価を行うとともに、地元関係者との調整を十分に行い、人と自然

との触れ合いの活動の場への影響を回避又は低減すること。 

 

（５）廃棄物等 

本事業の実施により廃棄物等が発生することが想定されることから、本事業の実

施に伴い発生する廃棄物等の発生量を抑制するとともに、できる限り再資源化し、

最終処分量を抑制すること。 

 

（６）温室効果ガス 

2050 年カーボンニュートラル実現に向け、本事業の工事に伴う温室効果ガスの

排出をできる限り削減するよう、工事における省エネルギー化の推進や再生可能エ

ネルギーの活用を検討するなど、本事業全体を通じての脱炭素化についても検討す

ること。 


